
第９号様式　その１ （表）

１　事業者の氏名等

２　報告する事業所等の全体の状況（2021年度の状況）

３　報告する全事業所における合計二酸化炭素排出量の状況

４　評価の対象とする事業所等の範囲

５　評価対象事業所等における直近５か年度の状況

６　再生可能エネルギーの利用事業所数及び割合

７　評価結果

（日本産業規格A列4番）

ランク

平 均 合 計 二 酸 化 炭 素
排 出 量 削 減 率

0.37 %

73.67585

7,743.00 8,401.00

109,544.42 125,457.44

70.68365 66.96294

2020年度 2021年度

9,175.00

130,320.62

70.40328

t

㎡

kg-CO2/㎡

9,313.00

128,398.02

72.53227

9,059.00

122,957.52合 計 延 床 面 積

合 計 原 単 位

合計二酸化炭素排出量

0 %

平均合計原単位改善率 0.74 %

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
利 用 事 業 所 数

0 事業所

□

地 球 温 暖 化 対 策 の
取 組 に 係 る 評 価 ―

評 価 対 象 事 業 所 等

2017年度 2018年度 2019年度

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
利 用 事 業 所 率

9,175 ｔ

義務提出事業所等 全事業所■

荒川区長　西川　太一郎

合計二酸化炭素排出量

4,721 kl
原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計

43
条 例 第 8 条 の 23 第 1 項
報 告 事 業 所 数

事業所

事 業 者 の 氏 名
( 法 人 に あ っ て は 名 称
及 び 代 表 者 の 氏 名 )

事業所 0 kl
原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計

条 例 第 8 条 の 23 第 2 項
報 告 事 業 所 数

0

地球温暖化対策報告書（その１）

荒川区

事 業 者 番 号 A 0 9 4 0



（裏）

８　実績年度の目標達成の状況

９　提出年度の地球温暖化対策の目標

１０　地球温暖化対策のレベル

１１　事業者としての取組

１２　特記事項

（日本産業規格A列4番）

%

%

有 ■ 無

合 計 二 酸 化 炭 素 排 出 量 削 減 率

合 計 原 単 位 改 善 率

再生可能エネルギー導入事業所率

そ の 他

実 績 年 度 の
目 標 達 成 の 状 況

□ 目標達成した。

特記事項に内容を記載

%

目 標 の 有 無 □

荒川区では、「エコアクション21」の認証・登録へ10年間継続して取り組んできたノウハウを活かし、平成27年12月より、区
独自の環境マネジメントシステム「あらかわＥＭＳ」の運用を開始した。各部から推薦された環境推進員による内部監査を
実施することで、区組織全体におけるエネルギー使用の効率化を進めている。また、「荒川区役所エコアクティブプラン」
を平成30年度に改定し、温室効果ガス総排出量を、区役所全体で令和9年度までに平成25年度比で32.8％以上削減す
るという目標を設定し、毎年度達成状況を検証している。組織体制としては、区長を本部長とする「荒川区環境先進都市
推進本部」を設置し、各課に環境推進委員（課長）、環境推進員（係長）を選任し、組織横断的な取り組みを行っている。
個別対策としては、区有施設の新築・大規模改修工事時に最高水準の省エネ・再エネ仕様で整備し、電力使用量と
CO2排出量の削減に向けた取り組みを強化するため、平成24年3月に「荒川区公共施設環境配慮指針」を改正した。
その他、クールビズ・ウォームビズの実施、環境推進員向け研修会の実施、省エネ管理システムの導入、環境内部監査
の実施等の取り組みを強化している。

推進担当者の知識向上・内部還元

A114 温暖化対策優良事例の情報収集 A107

A307 組織横断的な推進体制の整備 A110 外部専門家への相談依頼の実施

A108 組織横断的な推進体制の整備 A103 具体的な取組目標と内容の設定

排出状況の整理・分析・提供

A102 温暖化対策推進担当の配置

対策番号 対策名

A104 取組状況の点検体制の構築 A101 地球温暖化対策の方針等の設定

組織体制の
整備の状況

重点対策 その他対策

対策番号 対策名

A113

A105 取組内容や点検体制の定期的改善

取組方針

●区の組織一丸となって、環境政策を計画的、継続的に推進します。●環境に関する
全ての法令を遵守し、環境の保全に積極的に取り組みます。●省エネルギー対策や
資源の再利用・リサイクルなど、温室効果ガスの削減をはじめとする環境に配慮した活
動を行います。●区の施設に、再生可能エネルギーや省エネルギー機器など環境に
配慮した設備などを導入し、率先して環境負荷の軽減に努めます。●具体的かつ実効
性のある環境目標を定め、定期的に見直しを図るとともに、環境マネジメントシステムの
活用を通じて、環境配慮率先行動の改善を継続的に行います。●区民、事業者、行政
が一体となった環境政策を推進します。

重 点 対 策 の レ ベ ル 2



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

12.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 18,653.0

5.0

7.5

kWh

m3

1,018.3

0.4000

0.4890

18,653.0 0.2660

20,355.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,353,582.0 9.76 13,211.0 661.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ L 149.0 39.10 5.8 0.0189 0.4

7,138.9 0.0136 356.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

158,642.5 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

60.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,018

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

12

総　計（④=②+③） 1,030

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 525

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

荒川区

荒川２－２－３

0

1年未満

6

□■ 1年度分16,770.10 m2

1

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 04

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 本庁舎（管理部 経理課）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

教育委員会事務局部分含む

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,498.0

0.7

1.0

kWh

m3

133.5

0.4000

0.4890

2,498.0 0.2660

2,664.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 272,985.0 9.76 2,664.3 133.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.1 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

1.9 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

67.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 133

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 134

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 68

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

荒川区

荒川２－１１－１

0

1年未満

6

□■ 1年度分1,974.00 m2

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 04

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 北庁舎（健康部 生活衛生課）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

生活衛生課、保健予防課、施設管理課、道路公園課、防災街づくり推進課、都市計画課、建築指導課

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B103 時間的に詳細に把握 B101

B105

B106 過去のデータによる傾向の把握

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,659.0

0.7

1.1

kWh

m3

249.8

0.4000

0.4890

2,659.0 0.2660

4,992.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 381,903.0 9.76 3,727.4 186.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

1,265.2 0.0136 63.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

28,115.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

56.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 249

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 250

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 128

2 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 4

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

荒川区

荒川２－１２－５

0

1年未満

6

□■ 1年度分4,420.00 m2

3

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 04

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 荒川区がん予防・健康づくりセンター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

健康推進課

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 497.0

0.1

0.2

kWh

m3

72.4

0.4000

0.4890

497.0 0.2660

1,445.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 147,806.0 9.76 1,442.6 72.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

2.5 0.0136 0.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

55.1 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

52.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 72

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 72

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 37

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

荒川区

荒川２－２５－３

0

1年未満

6

□■ 1年度分1,382.50 m2

4

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 04

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 分庁舎（区民生活部 生活安全課）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

防災課と生活安全課の合算値

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

4.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,991.0

1.6

2.4

kWh

m3

110.4

0.4000

0.4890

5,991.0 0.2660

2,209.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 82,842.0 9.76 808.5 40.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

1,400.8 0.0136 69.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

31,128.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

60.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 110

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 113

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

延床面積を修正

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 57

1 7 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 8

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

荒川区

町屋５－１９－１

0

1年未満

6

□■ 1年度分1,818.60 m2

5

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 04

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 清掃リサイクル事務所（環境清掃部 清掃リサイクル推進課）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

清掃リサイクル推進課と清掃リサイクル事務所の合算値

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 944.0

0.3

0.4

kWh

m3

139.2

0.4000

0.4890

944.0 0.2660

2,778.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 284,634.0 9.76 2,778.0 139.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

57.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 139

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 139

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 71

1 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

町屋７－２０－１

0

1年未満

6

□■ 1年度分2,400.00 m2

4

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 町屋文化センター・ACC

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

町屋文化センター及びACC事務局

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 909.0

0.2

0.4

kWh

m3

183.8

0.4000

0.4890

909.0 0.2660

3,674.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 252,050.0 9.76 2,460.0 123.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

1,214.8 0.0136 60.6

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

26,994.8 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

79.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 183

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 183

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 94

2 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

東日暮里５－５０－５

1

1年未満

6

□■ 1年度分2,311.28 m2

6

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 日暮里サニーホール

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 793.0

0.2

0.3

kWh

m3

224.1

0.4000

0.4890

793.0 0.2660

4,475.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 411,018.0 9.76 4,011.5 201.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

464.2 0.0136 23.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

10,316.1 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

80.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 224

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 224

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 115

2 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

荒川７－５０－９　センターまちや３F,４F

0

1年未満

6

□■ 1年度分2,796.90 m2

7

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 ムーブ町屋

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

就労支援課との合算値

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,758.0

0.7

1.1

kWh

m3

93.7

0.4000

0.4890

2,758.0 0.2660

1,872.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 152,039.0 9.76 1,483.9 74.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

389.0 0.0136 19.4

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

8,643.8 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

101.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 93

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 94

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 48

4 3 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

町屋７－２－１５

0

1年未満

6

□■ 1年度分912.17 m2

0

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 44

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 町屋在宅高齢者通所サービスセンター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 660.0

0.2

0.3

kWh

m3

71.0

0.4000

0.4890

660.0 0.2660

1,417.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 145,224.0 9.76 1,417.4 71.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

1.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

47.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 71

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 71

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 36

5 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

荒川２－５７－８

0

1年未満

6

□■ 1年度分1,482.08 m2

3

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 44

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 障害者福祉会館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 440.0

0.1

0.2

kWh

m3

105.9

0.4000

0.4890

440.0 0.2660

2,116.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 142,413.0 9.76 1,390.0 69.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

726.7 0.0136 36.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

16,148.9 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

84.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 105

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 105

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 54

1 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

南千住８－２－２

0

1年未満

6

□■ 1年度分1,237.38 m2

7

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 84

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 汐入ふれあい館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 762.0

0.2

0.3

kWh

m3

84.9

0.4000

0.4890

762.0 0.2660

1,695.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 173,402.0 9.76 1,692.4 84.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

2.7 0.0136 0.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

59.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

57.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 84

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 84

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 43

1 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

東尾久５－９－３

1

1年未満

6

□■ 1年度分1,468.65 m2

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 94

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 男女平等推進センターアクト21

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

熊野前ひろば館。熊野前学童クラブ分含む

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

9.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 13,449.0

3.6

5.4

kWh

m3

362.0

0.4000

0.4890

13,449.0 0.2660

7,235.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 498,526.0 9.76 4,865.6 243.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

2,369.9 0.0136 118.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

52,664.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

86.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 361

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

8

総　計（④=②+③） 369

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 186

4 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

南千住６－３６－５

0

1年未満

6

□■ 1年度分4,181.91 m2

3

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 94

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 特別養護老人ホームグリーンハイム荒川

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

太陽光発電設備の導入

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E141

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B103 時間的に詳細に把握 B101

B105

B106 過去のデータによる傾向の把握

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

10.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 15,899.0

4.2

6.4

kWh

m3

403.3

0.4000

0.4890

15,899.0 0.2660

8,066.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 446,744.0 9.76 4,360.2 218.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

3,706.3 0.0136 184.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

82,362.9 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

104.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 403

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

10

総　計（④=②+③） 413

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 208

4 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

荒川５－４７－２

0

1年未満

6

□■ 1年度分3,840.47 m2

4

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 94

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 特別養護老人ホーム花の木ハイム荒川

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,921.0

0.8

1.2

kWh

m3

72.9

0.4000

0.4890

2,921.0 0.2660

1,456.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 104,356.0 9.76 1,018.5 51.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

437.7 0.0136 21.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

9,727.4 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

35.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 72

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 73

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 37

4 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

東日暮里３－８－１６

1

1年未満

6

□■ 1年度分2,038.53 m2

0

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 04

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 東日暮里在宅高齢者通所サービスセンター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

6.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 10,040.0

2.7

4.0

kWh

m3

383.1

0.4000

0.4890

10,040.0 0.2660

7,654.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 595,899.0 9.76 5,816.0 291.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

1,838.6 0.0136 91.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

40,858.6 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

100.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 383

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

6

総　計（④=②+③） 389

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 197

4 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

南千住３－１４－７

0

1年未満

6

□■ 1年度分3,804.66 m2

1

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 04

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 特別養護老人ホームサンハイム荒川

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,265.0

0.9

1.3

kWh

m3

150.2

0.4000

0.4890

3,265.0 0.2660

2,998.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 307,220.0 9.76 2,998.5 150.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

87.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 150

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 152

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 77

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

南千住６－３５－３

0

1年未満

6

□■ 1年度分1,720.66 m2

7

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 04

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 南千住保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

南千住第一・第二学童クラブ分含む

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

太陽光発電設備の導入

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E141

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 700.0

0.2

0.3

kWh

m3

95.1

0.4000

0.4890

700.0 0.2660

1,898.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 194,528.0 9.76 1,898.6 95.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

53.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 95

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 95

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 48

1 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

荒川３－３－１０

0

1年未満

6

□■ 1年度分1,767.90 m2

9

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 04

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 峡田ふれあい館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

峡田学童クラブ分含む

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 387.0

0.1

0.2

kWh

m3

85.9

0.4000

0.4890

387.0 0.2660

1,714.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 175,694.0 9.76 1,714.8 85.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

38.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 85

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 85

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 44

1 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

西尾久２－２５－１３

1

1年未満

6

□■ 1年度分2,223.00 m2

3

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 14

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 尾久ふれあい館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

太陽光発電設備の導入

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E141

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,291.0

0.9

1.3

kWh

m3

79.9

0.4000

0.4890

3,291.0 0.2660

1,594.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 148,608.0 9.76 1,450.4 72.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

144.1 0.0136 7.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

3,202.5 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

84.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 79

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 81

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 41

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

西日暮里６－２５－３

1

1年未満

6

□■ 1年度分934.23 m2

4

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 24

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 西日暮里保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,074.0

0.8

1.2

kWh

m3

105.5

0.4000

0.4890

3,074.0 0.2660

2,106.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 198,298.0 9.76 1,935.4 97.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

171.5 0.0136 8.6

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

3,811.5 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

35.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 105

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 107

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 54

1 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

荒川３－４９－１

0

1年未満

6

□■ 1年度分2,970.35 m2

6

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 24

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 生涯学習センター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

平成２６年度当初の組織改編に伴い、区長部局へ移動。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

7.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 10,839.0

2.9

4.3

kWh

m3

589.8

0.4000

0.4890

10,839.0 0.2660

11,788.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 832,282.0 9.76 8,123.1 407.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

3,665.4 0.0136 182.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

81,452.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

131.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 589

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

7

総　計（④=②+③） 596

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 304

4 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

西尾久８－３－１

1

1年未満

6

□■ 1年度分4,493.12 m2

8

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 24

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 荒川遊園スポーツハウス

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

平成２６年度当初の組織改編に伴い、区長部局へ移動。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,083.0

0.8

1.2

kWh

m3

463.7

0.4000

0.4890

3,083.0 0.2660

9,254.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 948,188.0 9.76 9,254.3 463.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

87.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 463

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 465

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 238

1 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

南千住６－６３－１

0

1年未満

6

□■ 1年度分5,270.69 m2

9

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 24

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 南千住図書館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

平成２６年度当初の組織改編に伴い、区長部局へ移動。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

更新に合わせた高効率機器の採用

E104 照明点灯範囲の細分化

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E124

高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定C114

C110

C125

余熱利用による早めの空調停止

進入外気に伴う空調負荷の低減

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 579.0

0.2

0.2

kWh

m3

70.4

0.4000

0.4890

579.0 0.2660

1,405.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 143,956.0 9.76 1,405.0 70.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

46.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 70

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 70

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 36

1 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

■ □

荒川区

南千住６－３６－１３

0

1年未満

6

□■ 1年度分1,496.55 m2

1

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 14

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 南千住ふれあい館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

3.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,216.0

1.4

2.1

kWh

m3

67.9

0.4000

0.4890

5,216.0 0.2660

1,348.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 135,699.0 9.76 1,324.4 66.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

12.6 0.0185 0.9

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 231.0 50.80 11.7 0.0161 0.7

0.0 45.00

□ L 344.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

140.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 67

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 70

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 34

5 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

■ □

荒川区

荒川８－２５－３

0

1年未満

6

□■ 1年度分476.71 m2

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 24

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 荒川自然公園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,175.0

0.8

1.3

kWh

m3

74.1

0.4000

0.4890

3,175.0 0.2660

1,479.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 123,048.0 9.76 1,200.9 60.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

278.8 0.0136 13.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

6,195.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

94.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 74

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 76

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 38

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

荒川５－５０－１５

0

1年未満

6

□■ 1年度分786.26 m2

6

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 54

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 荒川保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,722.0

0.7

1.1

kWh

m3

78.3

0.4000

0.4890

2,722.0 0.2660

1,563.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 142,824.0 9.76 1,394.0 69.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

170.0 0.0136 8.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

3,776.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

38.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 78

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 79

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 40

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

東日暮里３－１１－１９

1

1年未満

6

□■ 1年度分2,025.00 m2

3

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 34

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 夕やけこやけ保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 383.0

0.1

0.2

kWh

m3

77.9

0.4000

0.4890

383.0 0.2660

1,554.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 159,294.0 9.76 1,554.7 77.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

51.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 77

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 77

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 40

1 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

■ □

荒川区

町屋１－３５－８

0

1年未満

6

□■ 1年度分1,496.30 m2

2

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 14

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 町屋ふれあい館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

3.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,593.0

1.5

2.2

kWh

m3

658.0

0.4000

0.4890

5,593.0 0.2660

13,154.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 883,248.0 9.76 8,620.5 431.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

4,533.8 0.0136 226.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

100,751.5 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

65.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 657

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 660

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

延床面積を修正

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 339

2 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

荒川１－１－１

0

1年未満

6

□■ 1年度分10,044.09 m2

5

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 サンパール荒川

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 722.0

0.2

0.3

kWh

m3

127.4

0.4000

0.4890

722.0 0.2660

2,550.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 115,147.0 9.76 1,123.8 56.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

1,426.3 0.0136 71.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

31,695.6 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

80.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 127

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 127

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 65

1 6 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 8

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

■ □

荒川区

南千住３－２８－６９

0

1年未満

6

□■ 1年度分1,578.00 m2

4

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 34

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 リサイクルセンター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,394.0

0.6

1.0

kWh

m3

75.1

0.4000

0.4890

2,394.0 0.2660

1,501.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 75,970.0 9.76 741.5 37.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

760.2 0.0136 37.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

16,894.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

40.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 75

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 76

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 38

0 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

荒川１－５３－９

0

1年未満

6

□■ 1年度分1,853.30 m2

5

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 44

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 荒川生活実習所・荒川福祉作業所

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,943.0

0.5

0.8

kWh

m3

62.4

0.4000

0.4890

1,943.0 0.2660

1,246.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 95,961.0 9.76 936.6 46.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

309.6 0.0136 15.4

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

6,880.6 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

55.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 62

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 63

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 32

1 7 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 8

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

荒川区

南千住４－１－８

0

1年未満

6

□■ 1年度分1,118.32 m2

8

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 14

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 南千住清掃車庫

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 579.0

0.2

0.2

kWh

m3

70.4

0.4000

0.4890

579.0 0.2660

1,405.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 143,956.0 9.76 1,405.0 70.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

67.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 70

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 70

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 36

1 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

荒川区

南千住７－１－１－２０８

0

1年未満

6

□■ 1年度分1,037.45 m2

8

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 04

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 南千住駅前ふれあい館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,004.0

0.8

1.2

kWh

m3

95.4

0.4000

0.4890

3,004.0 0.2660

1,907.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 127,043.0 9.76 1,239.9 62.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

667.1 0.0136 33.3

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

14,824.6 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

100.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 95

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 97

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 49

4 3 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

南千住４-９-６

0

1年未満

6

□■ 1年度分948.33 m2

9

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 34

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 南千住中部在宅高齢者通所サービスセンター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

3.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,088.0

1.4

2.0

kWh

m3

778.6

0.4000

0.4890

5,088.0 0.2660

15,548.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,403,130.0 9.76 13,694.5 686.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

1,854.3 0.0136 92.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

41,207.5 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

71.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 778

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 781

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 401

1 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

荒川２-５０-１

0

1年未満

6

□■ 1年度分10,943.74 m2

5

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 34

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 ゆいの森あらかわ

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

令和元年度からデータの集計を開始

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

9.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 14,430.0

3.8

5.8

kWh

m3

1,020.6

0.4000

0.4890

14,430.0 0.2660

20,419.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,043,905.0 9.76 10,188.5 510.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

10,230.5 0.0136 510.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

227,343.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

80.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,020

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

9

総　計（④=②+③） 1,029

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 526

4 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

南千住６－４５－５

0

1年未満

6

□■ 1年度分12,719.35 m2

7

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 24

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 荒川総合スポーツセンター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,719.0

0.7

1.1

kWh

m3

117.4

0.4000

0.4890

2,719.0 0.2660

2,343.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 222,265.0 9.76 2,169.3 108.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

174.0 0.0136 8.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

3,867.6 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

56.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 117

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 118

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 60

3 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

荒川１－５０－１７

0

1年未満

6

□■ 1年度分2,065.25 m2

6

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 34

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 子ども家庭総合センター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,737.0

0.7

1.1

kWh

m3

100.8

0.4000

0.4890

2,737.0 0.2660

2,013.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 172,422.0 9.76 1,682.8 84.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

331.1 0.0136 16.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

7,357.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

44.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 100

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 101

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

延床面積を修正

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 51

5 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

西尾久６－１７－３

1

1年未満

6

□■ 1年度分2,224.64 m2

7

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 34

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 尾久生活実習所

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 989.0

0.3

0.4

kWh

m3

66.8

0.4000

0.4890

989.0 0.2660

1,333.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 136,582.0 9.76 1,333.0 66.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

61.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 66

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 66

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 34

5 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

西尾久６－３５－１１

1

1年未満

6

□■ 1年度分1,072.49 m2

0

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 44

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 荒川遊園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,944.0

0.5

0.8

kWh

m3

68.9

0.4000

0.4890

1,944.0 0.2660

1,375.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 124,764.0 9.76 1,217.7 61.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

157.9 0.0136 7.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

3,509.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

56.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 68

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 69

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 35

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

西尾久８－４５－２４

1

1年未満

6

□■ 1年度分1,204.19 m2

1

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 44

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 西尾久保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,237.0

0.9

1.3

kWh

m3

67.7

0.4000

0.4890

3,237.0 0.2660

1,353.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 78,954.0 9.76 770.6 38.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

583.1 0.0136 29.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

12,957.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

75.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 67

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 69

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 34

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

荒川８－２５－４

0

1年未満

6

□■ 1年度分885.95 m2

0

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 0 64

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 荒川さつき保育園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 802.0

0.2

0.3

kWh

m3

155.0

0.4000

0.4890

802.0 0.2660

3,093.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 316,972.0 9.76 3,093.6 155.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

73.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 154

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 154

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 79

1 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

東尾久８－４５－４

1

1年未満

6

□■ 1年度分2,106.13 m2

8

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 34

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 尾久図書館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 827.0

0.2

0.3

kWh

m3

87.4

0.4000

0.4890

827.0 0.2660

1,744.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 178,705.0 9.76 1,744.2 87.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

43.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 87

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 87

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 44

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

荒川区

東日暮里６－１７－６

1

1年未満

6

□■ 1年度分2,019.39 m2

9

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0 9 1 34

事 業 所 等 の 所 在 地

0

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 ふらっとにっぽり（日暮里地域活性化施設）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E124 更新に合わせた高効率機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

D105 換気フィルターの清掃・点検

空調フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C510

C125

C508

進入外気に伴う空調負荷の低減

空室・不在時等の空調停止

C502 採光を利用した消灯の実施 C108 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

日本工業規格に準じた照度の設定

C123 温湿度の適正管理 C104 採光を利用した消灯の実施

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C103

関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

推進担当者の知識向上・内部還元

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A213

具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B105

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

温暖化対策推進担当の配置


